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要旨 

 

 情報技術を扱える人々とそうでない人々との間に生じる、利用できるサービスやそれに

よって得られる便益についての格差である「デジタル・デバイド」が 1990 年代中盤から

問題になっている。これは、住民の高齢化や人口の減少が都市部よりも早く進展している

ルーラル地域において特に深刻化している。本研究では、ケーブルテレビ網やブロードバ

ンド回線などの情報インフラを建設した埼玉県飯能市、ときがわ町、東秩父村を事例とし

て取り上げた。市町村に対しては建設を行った情報インフラの種類やホームページの内容

を、住民には自らの属性や日常生活に関する情報を収集する手段をそれぞれヒアリングし

た。そして、ヒアリングの結果から市町村が提供している生活情報サービスの内容と住民

が持つニーズとの間にギャップが生じていることを検証し、その結果を踏まえて今後の行

政サイドからの情報提供のあり方を考察した。 
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1.はじめに 

 

 デジタル・デバイドとは、情報技術が扱える人々とそうでない人々の間に生じる、利用

可能なサービスやそれから得られる便益についての格差である。これは、個人間のデバイ

ド格差と地域間のデバイド格差の 2 種類に大別することができる。前者の例としては、情

報機器の設定や操作を自ら行うことが困難な高齢者と若者の間に生じる格差を挙げるこ

とができる。そして、後者は都市部の住民と山間部などのルーラル地域の住民との間に生

じる格差である。ルーラル地域は地形的に情報インフラの建設が行いにくく、また人口の

減少によって採算が見込めないことが多い。よって、民間の通信事業者がこのような地域

でサービスを提供するインセンティブが弱くなり、結果的にルーラル地域の住民が利用可

能な情報サービスの種類は、都市部の住民にとってのそれよりも少なくなりやすい。 

これまでに行われたデジタル・デバイド対策は、ケーブルテレビ網などの情報インフラ

の建設や改修に国が補助金を与えるという形式で行われるケースが多かった。つまり、地

域間のデバイド解消が主眼に置かれていたのである。一方、個人間のデバイドの要因であ

る、情報リテラシーの有無などの問題に関してはあまり目が向けられていない。デジタル・

デバイドを解消するには、地域間デバイドだけではなくこのような個人間デバイドに関わ

る問題を考慮した政策的対応が不可欠である。また、ルーラル地域の市町村において情報

インフラを建設する際、インターネットやケーブルテレビを活用した市町村からの情報提

供の充実が副次的な目的として掲げられることが多い。しかし、市町村のホームページや

ケーブルテレビで放送される広報番組の内容が住民のニーズに合致していなければ、住民

はこれらのサービスを利用しないであろう。 

 本研究の構成は下記の通りである。2 では、デジタル・デバイドに関する国内外の先行

研究について整理する。3 では、埼玉県の飯能市、ときがわ町、東秩父村の 3 市町村が情

報インフラの建設や改修を行った経緯についてまとめる。4 では、3 で取り上げた市町村

のホームページの内容を住民生活に関する 5 つの項目にわたって比較する。5 では、飯能

市の 3 地区において筆者が行った住民インタビューの結果をまとめ、6 で結論を述べる。 

 

2.先行研究の整理 

 

 デジタル・デバイドによる問題を扱った先行研究は、都市部とルーラル地域の両方を

含む広域のデータを扱ったものと、主にルーラル地域の市町村についての事例を扱った

ものの 2 種類に大別される。 

 広域のデータをもとにした研究としては、荒井ら（2012）がまず挙げられる。この研

究では、日本国内の三大都市圏以外の市町村にアンケート調査を実施し、市町村による

ブロードバンド回線の建設状況を把握することを試みている。荒井らは、調査の結果か

ら地域差はあるものの、ブロードバンド・サービスは全国的に普及してきている一方、

高齢者による利用などのインターネットのポテンシャルは十分に発揮されていないこと

を指摘している。 

また、Hindman（2000）ではアメリカ国内のデータが用いられている。この研究で
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は、大都市の住民とそうでない地域の住民のそれぞれに対して、家庭でのパソコン所有

率や情報サービスの利用経験率を調査している。調査の結果を見ると、都市部の人々と

ルーラル地域の人々との間では、家庭でのコンピュータ所有率には大きな差がないもの

の、電子メールやオンラインニュースの利用経験率の差は大きかった。Hindman は、イ

ンターネットの将来におけるさらなる普及により、インターネットを利用できる人々と

そうでない人々との間のデジタル・デバイドはさらに広がることを予測している。 

高田（2013）では、複数の市町村にまたがる広域でケーブルテレビ網の建設を行った

奈良県と和歌山県の事例を紹介している。高田はこれらの事例から、ケーブルテレビ網

の建設によって両県ともブロードバンド回線の確保とテレビの地上波デジタル放送への

対応の両方に成功した一方、地域社会と協働した地域情報の発信や高齢者見守りサービ

スなどのケーブルテレビを活用した新しいサービスを行う余地はあるとしている。 

また、Wood（2007）はアメリカ・ペンシルバニア州の都市部とルーラル地域のそれぞ

れにおけるブロードバンドの利用率やプロバイダの形態を調査している。Wood は、ブロ

ードバンド・サービスはペンシルバニア州のルーラル地域においても普及してきている

半面、ブロードバンド技術を経済の振興や社会問題の解決にいかに利用するかが課題で

あると述べている。 

主にルーラル地域の市町村の事例を扱ったものとしては、藤井（2005）がある。ブロ

ードバンド通信環境の整備を行った全国 7 市町村の事例から、整備・運営形態の選択に

与える要因について分析している。テレビ放送とインターネット接続の両方のサービス

を行えるケーブルテレビは、設備の規模が大きくなりやすい。そのため、ケーブルテレ

ビは公設公営方式が選択されるケースが多い。一方、IP 通信は銅線もしくは無線通信用

の設備のみでサービスが行えるため、ケーブルテレビよりも設備に要する費用が少な

い。そのため、公設民営方式で運営されるケースが多い。藤井は、いずれの方式が選択

されたとしても、整備したブロードバンド通信環境をいかに活用するかが課題であると

している。 

また、田畑（2013）は京都府丹後半島地域の 2 市 2 町が行った情報通信に関する政策

についてまとめている。田畑は、ケーブルテレビ網やブロードバンド回線の建設はどの

自治体においても完了しているものの、情報インフラを用いた事業はその継続性などに

課題があることを指摘している。そして、導入した情報システムを持続的に利用できる

仕組みや市町村の連携が将来の情報化政策に不可欠であるとまとめている。 

これらの先行研究では、ルーラル地域においてもブロードバンドへのアクセス手段や

パソコンが普及していることが指摘されている。つまり、物理的に生活情報サービスに

アクセス可能な環境を整えることによって地域間デジタル・デバイドの解消が図られて

きたのである。一方、建設した情報インフラをルーラル地域が抱える問題の解消にいか

に活用するかが課題であることも複数の研究で述べられている。また、研究の対象が行

政機関や通信事業者であることが多く、生活情報サービスのユーザーである住民につい

ての調査があまり行われていないことも特徴的である。 
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3. 埼玉県比企地域における情報インフラ整備の経緯1 

 

3-1.飯能市 

 飯能市においてケーブルテレビ網の建設対象となった飯能地区の一部（大字小岩井・

大字小瀬戸）と原市場地区は、地形的な要因によるテレビ放送の難視聴が古くから発生

していた。また、東京電力の送電線が 1999 年から近くを通るようになり、その影響によ

るテレビ電波の受信障害も発生していた。そのため、東京電力は電波障害の補償業務と

して共同受信施設を整備し、テレビ放送の共同受信サービスを行っていた。そして、国

はテレビ放送を 2011 年に地上波デジタルに完全に移行することを発表した。地上波デジ

タル放送は送電線による影響を受けないことから、東京電力は地上波デジタル放送への

完全移行後は共同受信サービスを終了したいという意向を持っていた。しかし、送電線

によるテレビ放送への影響がなくなったとしても、飯能地区の一部と原市場地区の 1,150

世帯中 800 世帯で地形的な要因から地上波デジタル放送の視聴が不可能になることが見

込まれた。 

 また、飯能市の市街地域は、2007 年以前からケーブルテレビをはじめ、FTTH や

ADSL などの多様なブロードバンド・サービスが提供されていたが、飯能地区（小岩

井・小瀬戸）、原市場地区、吾野地区、東吾野地区、そして名栗地区ではブロードバン

ド・サービスが提供されていなかった。飯能市では、「地上波デジタル放送の難視聴対

策」と「山間地域へのブロードバンド利用環境の整備」という 2 つの課題への対応策を

検討した結果、市が出資している第三セクター法人「飯能ケーブルテレビ」と共同し

て、飯能地区（小岩井・小瀬戸）と原市場地区においてケーブルテレビ網の改修を行う

ことになった。具体的には、飯能ケーブルテレビが補助金を受けて東京電力の設備を引

き取った後、区域内の全世帯がテレビ放送を視聴できるように改修を加えるという手法

が採られた。共同受信用の設備を手放したい東京電力と、放送設備の建設費用を抑えた

い飯能市と飯能ケーブルテレビのそれぞれの意向が合致した形となった。飯能市では、

ケーブルテレビ網の整備によって「市内各所に対する市役所からの様々な情報提供が可

能となった」2としている。 

 なお、吾野・東吾野・名栗の 3 地区においては NHK の補助によって整備された共聴施

設が利用できる世帯が大半を占めていたが、地上波デジタル放送への完全移行によって

173 世帯が新たに難視聴になることが見込まれた。これらのことから、ブロードバンド回

線の新設を 3 地区全域で行った。また、難視聴が見込まれた 173 世帯については、ブロ

ードバンド回線を用いてケーブルテレビ・サービスを受けられるようにした3。 

 

3-2.ときがわ町 

 ときがわ町においては、全世帯の約 4 分の 3 において地上波テレビ放送の直接受信が可

                                                  
1 ここでは、筆者が埼玉県比企地区の 3 市町村（飯能市、ときがわ町、東秩父村）に対し、2015 年 1 月から 2 月

にかけて電子メールと電話を用いて行ったヒアリングの結果をまとめる。  
2 「地域情報通信基盤整備推進交付金事業の事後評価について｜飯能市」より引用。  
URL: http://www.city.hanno.saitama.jp/cmsfiles/contents/0000005/5169/jigohyouka_kouhyou.pdf  
3 地域の全世帯ではなく、難視聴が見込まれる 173 世帯のみがケーブルテレビを視聴できるようになった。な

お、5 の住民インタビューにおいてはこの 173 世帯の住民にインタビューを行うことはできなかった。  
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能であった。また、残りの約 4 分の 1 の世帯においても、大半が国や NHK の支援によっ

て整備された共聴施設の利用が可能である。しかし、難視聴世帯は町内にいくつか点在し

ていた。また、2009 年度以前は町内全域においてブロードバンド・サービスが提供されて

いなかった。ときがわ町はこれらの点を考慮し、NTT 東日本との共同事業によってブロー

ドバンド回線の新設とフレッツ・テレビサービスの誘致を行うことにした。なお、町内全

域が難視聴地域であったわけではないため、ケーブルテレビは選択しなかったという。ま

た、大字日影の吉沢地区では、地上波デジタル放送への完全移行によって、30 世帯が新た

に難視聴になることが見込まれたため、辺地共聴施設のそれぞれを新設することとした。 

 

3-3.東秩父村 

 東秩父村では、アナログ放送時代から村内に難視聴地域が存在したため、早い時期から

村内の各地区に共同アンテナが建設された。辺地共聴施設の改修にあたっては、各地区の

共同アンテナを地上波デジタル放送への対応できるものに置き換えるという形式が採用

された。また、ブロードバンド回線は村への企業誘致の観点から必須と判断し、新設を行

ったという。なお、民間のケーブルテレビ事業者は 2015 年の時点では村に進出していな

い。また、公営でケーブルテレビ施設を運営することは村役場の人員の点から困難である

ため、ケーブルテレビ施設の整備は見送られた。 

 

3-4.まとめ 

 

表 1・市町村による情報インフラの建設・改修事業の概要  

市町村名  

（世帯数）  

飯能市  

（3 万 3,499 世帯）  

ときがわ町  

（4,705 世帯）  

東秩父村  

（1,100 世帯）  

建設した情報  

インフラ  

①ケーブルテレビ網  

②ブロードバンド回線  

①ブロードバンド回線  

②辺地共聴施設  

①ブロードバンド回線  

②辺地共聴施設  

共同事業者  ①飯能ケーブルテレビ  

②NTT 東日本  

①NTT 東日本  

②なし  

①NTT 東日本  

②なし  

建設・改修時期  ①2007 年度  

②2010 年 3 月～  

2011 年 2 月  

①2009 年度  

②2010 年度  

①2010 年度  

②2009 年度  

建設・改修地域  

（世帯数）  

①飯能地区（大字小岩井、  

小瀬戸）、原市場地区  

（1,150 世帯）  

②吾野・東吾野・名栗地区

（3,100 世帯）  

①町内全域  

（4,705 世帯）  

②大字日影・吉沢地区  

（30 世帯）  

①村内全域  

（1,100 世帯）  

②大字坂本  

（201 世帯）  

※世帯数は 2015 年 1 月現在  

 

 表 1 は、飯能市、ときがわ町、東秩父村がそれぞれ行った情報インフラの建設・改修事

業の概要をまとめたものである。 
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 飯能市においては、市と飯能ケーブルテレビの双方が事業主体となって、2007 年度に

市内の 6 地域においてケーブルテレビ網を改修した。なお、対象地域は飯能地区の大字

小岩井と大字小瀬戸、そして原市場地区の大字原市場、大字中藤下郷、大字中藤中郷、

大字下赤工である。また、吾野、東吾野、名栗の 3 地区においては飯能市と NTT 東日本

が共同して 2010 年 3 月から 2011 年 2 月にかけてブロードバンド回線（光ファイバ）を

新設した。 

 また、ときがわ町は、NTT 東日本と共同で町内全域にブロードバンド回線を 2009 年度

に整備した。それと同時に、NTT 東日本が提供している、光ファイバ回線を利用してテレ

ビ放送を視聴するサービス「フレッツ・テレビ」も誘致した。なお、町のみが主体となっ

た事業は、町内 4 カ所において 2009 年度に行われた携帯電話等エリア整備事業と、町内

の大字日影・吉沢地区において 2010 年度に行われたデジタルテレビ放送対応の辺地共聴

施設整備事業がある。 

 東秩父村においては、辺地共聴施設を 2009 年度と 2010 年度に整備した。なお、2010

年度は新たに確認された難視聴地域（大字坂本地区）を対象に整備が行われた。また、ブ

ロードバンド回線は NTT 東日本埼玉支店との共同事業として、村内全域を対象に 2010 年

度に整備した。 

 

4.埼玉県比企地域に属する市町村のホームページの比較 

 

表 2・市町村ホームページの比較表（2015 年 4 月 27 日閲覧） 

市町村  飯能市  ときがわ町  東秩父村  

ごみ収集の予定表  

（pdf ファイル）  

閲覧可能  

（市内 6 コース）  

閲覧可能  

 

閲覧可能  

路線バス時刻表  飯能駅北口・南口発のバスの  

時刻表のみリンクあり  

町内全バス停の時刻表が  

閲覧可能  

村営バス：全バス停の

時刻表が閲覧可能  

イーグルバス：リンク

あり  

祭り・イベント  祭り・行事（14 項目）、  

市内のイベント（21 項目）  

イベント情報（7 項目）、  

町の行事（3 項目）  

イベント（1 項目）  

公民館の講座  講座・教室・イベント情報、  

地区行政センターだより  

（pdf ファイル・月 1 回配信）

ときめき塾  情報なし  

（「広報東ちちぶ」には

掲載）  

地域の  

医療機関  

名称・所在地・診療科目・  

電話番号  

名称・所在地・電話番号  

・診療科目・休診日  

情報なし  

（休日当番医のみ）  

 

 表 2 は 3 で取り上げた市町村のホームページの内容を、日常生活に関する 5 つの項目

にわたって比較したものである。 

ごみ収集の予定表については、3 市町村ともホームページから pdf ファイルのダウンロ

ードが可能であった。特に、飯能市は市内を 6 地域に区分し、それぞれの地区に対応し
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たごみ収集の予定表をホームページに掲載している。 

また、路線バスの時刻表については、ときがわ町はイーグルバスの、東秩父村は村営

バスの全バス停対応の時刻表がそれぞれ pdf ファイルでダウンロードできる。また、東

秩父村のページからイーグルバスの東秩父村路線の案内ページにリンクが張られてい

る。一方、飯能市のホームページからは、飯能駅前を出発するバスの時刻表にしかアク

セスできない。 

 市町村内で行われる祭りやイベントについては、飯能市のホームページでは「祭り・

行事」と「市内のイベント」という 2 つのカテゴリーが設けられている。前者には 14 の

項目が、後者には 21 の項目がそれぞれ掲載されている。また、ときがわ町のホームペー

ジでも「イベント情報」、「町の行事」の 2 つのカテゴリーが設けられている。しかし、

前者には年間イベントカレンダーを含めても 7 つの項目、後者には 3 つの項目しか掲載

されていない。また、東秩父村のホームページにも「イベント」のカテゴリーがある

が、2015 年 4 月現在では村内白石地域でのヤマメ釣り解禁の情報しか掲載されていな

い。 

 公民館で行われる講座については、飯能市のホームページでは各公民館の紹介ページ

に「講座・教室・イベント情報」のカテゴリーが設けられている。また、各公民館に併

設されている地区行政センターが月 1 回発行する「地区行政センターだより」にも公民

館で行われる講座の情報が掲載されている。なお、「地区行政センターだより」は各公民

館のページから pdf ファイルで配信されている。 

 また、ときがわ町は生涯学習のページから公民館で行われている講座の「ときめき

塾」のページにアクセスできる。ただし、ときがわ町のホームページでは公民館の施設

案内と講座案内のページがリンクしていないため、やや情報が探しにくい。一方、東秩

父村では広報紙「広報東ちちぶ」（pdf ファイルあり）には公民館の講座に関する情報が

掲載されているものの、村のホームページには講座に関する情報は掲載されていない。 

 一方、地域の医療機関については、飯能市とときがわ町は一覧表をそれぞれのホーム

ページに掲載している。特に、ときがわ町は薬局も一覧表に含めており、かつ休診日ま

で掲載されているので有用性は高いといえる。しかし、東秩父村のホームページには休

日当番医の掲載はあるものの、村内医療機関の一覧表は掲載されていない。 

 こうして 3 市町村のホームページの内容を俯瞰すると、ときがわ町のページは路線バ

スの時刻表や地域内の医療機関一覧表などにアクセスしやすいといえる。また、飯能市

のページは祭りやイベントに関する情報が充実している一方、飯能駅前以外のバス停の

時刻表にアクセスできない点は改善の余地があるといえる。また、東秩父村のページは

地域医療機関や公民館の講座についての情報がないなど、全体的に情報量が少ない。 

 

5.飯能市民へのインタビュー 

 

 筆者は、2015 年 4 月に飯能市原市場地区、吾野地区、名栗地区の 3 か所でそれぞれ住

民インタビューを実施した。目的は、ケーブルテレビ網やブロードバンド回線が建設され

た地域の住民が、日常生活に必要な情報収集を行う際にケーブルテレビやインターネット
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をどの程度活用しているかを把握することである。なお、原市場地区はケーブルテレビの

サービスエリアに属している。しかし、吾野地区と名栗地区はサービスエリアの範囲外に

あるため、地上波デジタル放送への移行時に難視聴が見込まれた世帯以外ではケーブルテ

レビのサービス（多チャンネル放送とブロードバンド接続）が利用できない。また、原市

場地区の回答者は 10 人、吾野地区と名栗地区の回答者は合計 16 人であり、回答者の平均

年齢は 63.5 歳であった。 

 

表 3・ごみ処理に関する情報収集の手段（複数回答可）  

情報収集の手段 原市場 吾野・名栗 合計 内訳（重複回答含む） 

紙媒体 

 

9（90.0%） 

 

15（93.8%）

 

24（92.3%）

 

広報紙：10 人、ごみ分別事典：19 人、

ごみ処理カレンダー：2 人 

掲示板 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

ホームページ 0（0.0%） 2（12.5%） 2（7.7%） 飯能市 HP:2 人 

音声電話による問い合わせ 

 

1（10.0%） 

 

1（6.3%） 

 

2（7.7%） 

 

市クリーンセンターへの 

問い合わせ：2 人 

口コミ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

ケーブルテレビ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

特になし 2（20.0%） 0（0.0%） 2（7.7%） - 

 

 また、表 3 は住民がごみ処理に関する情報を収集する際に用いる手段として挙げたもの

を集計した結果を示している。この設問においては、飯能市が発行しているごみ処理に関

する印刷物（飯能市ごみ分別事典、飯能市ごみ処理カレンダー）を利用しているという回

答者は 26 人中 21 人と最も多かった。これに続くのが飯能市の広報紙「広報はんのう」で、

10 人が利用していると回答した。一方、飯能市のホームページを利用しているという回答

者は吾野・名栗地区の 2 人に留まった。なお、原市場地区でホームページをごみ処理に関

する情報収集に利用しているという回答は見られなかった。また、飯能ケーブルテレビの

自主放送チャンネルにおいても文字放送でごみの収集日について周知しているが、ケーブ

ルテレビを挙げた回答者はいなかった。 

 表 4 には、市民会館や公民館などの公共施設で行われるイベントについての情報収集に

用いる手段として挙げられたものを集計した結果が示されている。ここでは、広報はんの

うを挙げた回答者が 11 人と最も多かった。次いで回答が多かったのがチラシ（5 人）と回

覧板（4 人）であった。一方、ホームページを挙げた回答者は原市場地区の 1 人、吾野・

名栗地区の 3 人（合計 4 人）に留まった。また、ケーブルテレビを挙げた回答者はいなか

った。 

 また、表 5 は飯能市内の医療機関を探す際の手段を調査した結果をまとめたものである。

最も多かった回答は「かかりつけ医にしか行かないので、特に医療機関を探すことはない」

で、11 人がこのように回答した。また、7 人が知人や家族からの口コミで医療機関を探す

と回答した。一方、この設問ではインターネットを利用するという回答が最も多かった。

具体的には飯能市のホームページを利用するという回答者が 2 人、飯能市以外のホームペ
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ージを利用するという回答者は 7 人であった。内訳は原市場地区が 3 人、吾野・名栗地区

が 5 人であった。 

 

表 4・公共施設で行われるイベントについての情報収集の手段（複数回答可）  

情報収集の手段 原市場 吾野・名栗 合計 内訳（重複回答含む） 

紙媒体 

 

7（70.0%） 

 

8（50.0%） 

 

15（57.7%） 

 

回覧板：4 人、広報紙：11 人、 

チラシ：5 人 

掲示板 2（20.0%） 2（12.5%） 4（15.4%） 町内の掲示板：3 人、駅の掲示板：1 人

ホームページ 1（10.0%） 3（18.8%） 4（15.4%） 飯能市 HP：3 人、その他 HP：1 人 

音声電話による問い合わせ 1（10.0%） 0（0.0%） 1（3.8%） 公民館への問い合わせ：1 人 

口コミ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

ケーブルテレビ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

特になし 1（10.0%） 5（31.3%） 6（23.1%） - 

 

表 5・飯能市内の医療機関を探す際の手段（複数回答可）  

情報収集の手段 原市場 吾野・名栗 合計 内訳（重複回答含む） 

紙媒体 

 

2（20.0%） 

 

2（12.5%） 

 

4（15.4%） 

 

広報紙：1 人、健康カレンダー：1 人、 

電話帳：3 人 

掲示板 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

ホームページ 3（30.0%） 5（31.3%） 8（30.8%） 飯能市 HP：2 人、その他 HP：7 人 

音声電話による問い合わせ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

口コミ 4（40.0%） 3（18.8%） 7（26.9%） 家族：1 人、知人：4 人、かかりつけ医：3 人

ケーブルテレビ 0（0.0%） 0（0.0%） 0（0.0%） - 

特になし 3（30.0%） 8（50.0%） 11（42.3%） - 

 

なお、今回のインタビューでは、回答者の所得を示す代理変数として自家用車の所有に

ついても調査している。原市場地区では 10 人中 7 人が、吾野・名栗地区では 16 人中 12

人が自家用車をそれぞれ所有していた。なお、回答者全体における自家用車の所有者は 26

人中 19 人（73.1％）であった。 

 表 6 は、公共施設で行われるイベントについての情報収集の手段として挙げられたもの

を、自家用車の有無に基づいて集計したものである。自家用車を所有していない住民が紙

媒体と掲示板を選択する比率は、自家用車を所有する住民よりも高かった。一方、ホーム

ページを選択した割合は自家用車を所有する住民がそうでない住民を上回った。このこと

は、自家用車の所有率と情報機器（インターネットに接続できるもの）の所有率に相関関

係がある可能性を示している。 

 今回の住民インタビューの結果を俯瞰すると、ごみ処理及び公共施設のイベントに関す

る情報の収集においては広報紙や印刷物などの従来の紙媒体の存在が大きいことがわか

る。また、医療機関を探す際においては口コミの利用も目立った。 

一方、インターネットは医療機関の検索以外の設問においてはあまり利用されていなか
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った。また、ケーブルテレビを情報収集の手段として挙げた回答者は全体を通していなか

った。つまり、飯能市は地域間デジタル・デバイド解消と市からの情報提供の充実を目的

に情報インフラの建設や改修を行ったが、日常生活に関する情報の収集に関して住民はあ

まりインターネットを利用していないのである。また、ケーブルテレビの自主放送チャン

ネルに至っては、少なくとも今回のインタビュー回答者には全く利用されていなかった。

今回の住民インタビューの回答者には 60 歳代以上の高齢者が多かったとはいえ、インタ

ーネットとケーブルテレビの存在感は希薄である。 

 

表 6・自家用車の有無に基づく公共施設で行われるイベントについての情報収集の手段の集計（複数回答可）  

情報収集の手段 

 

自家用車あり 

（19 人） 

自家用車なし 

（7 人） 

合計 

 

紙媒体 10（52.6%） 5（71.4%） 15 

掲示板 2（10.5%） 2（28.6%） 4 

ホームページ 3（15.8%） 1（14.3%） 4 

音声電話による問い合わせ 1（5.3%） 0（0.0%） 1 

口コミ 0（0.0%） 0（0.0%） 0 

ケーブルテレビ 0（0.0%） 0（0.0%） 0 

特になし 5（26.3%） 1（14.3％） 6 

 

6.おわりに 

 

 本研究の事例として取り上げた埼玉県比企地域の市町村のように、ルーラル地域の市町

村が地域間デジタル・デバイドの解消を目的にケーブルテレビ網やブロードバンド回線な

どの情報インフラを建設・改修するケースは多い。しかし、5 で見たように、ルーラル地

域の住民はインターネットを日常生活に必要な情報収集の手段としてあまり利用してい

ない。また、ケーブルテレビは全く利用されていない。つまり、情報インフラを建設・改

修したとしても、インフラを用いて提供される生活情報サービスが住民のニーズに合致し

ていなければ、住民はこれらのサービスを利用しないのである。 

一方、今回の調査では、広報紙などの紙媒体が日常生活に関する情報収集に果たしてい

る役割は大きいことが判明した。情報インフラが整備される以前から存在するこうした媒

体は、現代においてもルーラル地域の住民にしばしば使用されているのである。自家用車

を所有していない住民にはこの傾向が顕著に見られた。また、医療機関を探す際には口コ

ミの利用も目立った。これは、ルーラル地域の住民同士の交流は活発である（不明な点を

近隣の住民に尋ねることができる）ことを示している。 

 今後は、行政サイドが住民に向けてアンケート調査を実施し、生活情報サービスの提供

形態や内容を見直すことが求められるであろう。建設を行った情報インフラに固執するこ

となく、紙媒体での情報提供のニーズが高い分野に関してはそちらの媒体に注力すべきで

ある。つまり、ケーブルテレビやインターネットだけではなく、従来から存在する紙媒体

を含めたメディアを生活情報の提供にどう利用するかを考える必要があるのではないか。 
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また、行政サイドから提供されている生活情報の内容が住民のニーズに合致しているか

否かを常に問う姿勢も重要である。そして、このような姿勢こそ、住民本位の生活情報サ

ービスの提供には不可欠である。 
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